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軽米町ミレットパークの指定管理者募集要項 

 
この要項は、軽米町公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例（以下

「条例」という。）の規定に基づき、軽米町ミレットパークの指定管理者（管理運営

を実施する団体）を選定するために必要な事項を定める。 
 

１　対象施設の概要 
名称　　軽米町ミレットパーク 

所在地　軽米町大字山内第３３地割５３番地１ 

 

２　申請の資格 

町内に主たる事務所、事業所等を有する法人その他の団体（以下「法人等」とい

う。）で、次の各号のいずれにも該当しない者であること。 

(１)　法律行為を行う能力を有しない者 

(２)　破産者で復権を得ない者 

(３)　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定

により本町における一般競争入札等の参加を制限されている者 

(４)　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定によ

る指定の取消しを受けたことが有る者 

(５)　国税及び地方税を滞納している者 

 

３　申請受付期間 

　　令和８年１０月９日から令和８年１０月３０日まで 

 

４　管理業務の範囲及び内容 

　　具体的な業務の範囲及び内容については、別紙仕様書のとおり 

 

５　選定の基準 

　　軽米町公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する規則第５条に定める

指定管理者選定委員会において公平かつ適正に審議のうえ、総合的に審査して候補

者を決定する。 

 

６　管理の基準 

　　軽米町ミレットパーク設置及び管理に関する条例、施行規則を参考にし、設置の

理念に基づき、効果的かつ効率的な管理運営を行い、経費の節減に努めること。 
 

７　利用料金等に関する事項 

（１）利用料金の設定 

施設の利用にかかる料金は、指定管理者の収入とする。 



条例に定める額の範囲内で、利用料金を設定すること。なお、設定にあたって 

は、町長の事前の承認が必要である。また、軽米町ミレットパーク設置及び管理 

に関する条例第１１条の規定により、利用料金の全部又は一部を免除することが 

できる。 

（２）自主事業収入 

自主事業を指定管理者が実施する場合は、利用者から適正な対価を得ることが

できる。その場合、必ず事前にその金額と根拠を町に明示し承認を得ること。 

なお、自主事業にかかる収入及び経費は、町が指定した事業（町が承認した提

案事業を含む）に係る部分は除き、独立した収支計画書を提出すること。 

（３）指定管理に係る経費 

提案された事業計画書に記載された金額に基づき、指定管理料を協定書で定め、 

毎年度ごとに予算の範囲内で支払うものとする。指定管理料の精算は行わず、経

費の不足分は指定管理者の負担とする。  

（４）区分経理 

経理は、指定管理業務にかかる経費と指定管理者が行う別事業にかかる経費を 

区分して管理するものとする。 

（５）指定管理料の支払い 

　　　会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに指定管理料を決定し、そ 

の指定管理料を協定書で定める方法により支払うものとする。 

 

８　保険加入とリスク分担　 

（１）保険加入 

　　　公の施設の管理を地方自治法第２４４条の２第３項及び第４項に基づき、指定 

管理者に行わせた場合において、町村等に賠償責任が発生する場合には全国町村 

会総合賠償保障保険制度の対象となる。 

ただし、施設内でその指定管理者が独自の事業を運営する場合は、その運営上 

もたらされる賠償責任はその指定管理者が負うものとなるため、指定管理者の費 

用負担により施設賠償責任保険に加入すること。 

（２）リスク分担 

　　　町と指定管理者の業務のリスク分担については、別表１「リスク分担表」のと 

　　おりとする。 

 

９　指定管理者を指定して管理を行わせる期間 

　　令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（３年間） 

 

10　申請書類 

　(１)　指定管理者指定申請書（別記様式１） 

(２)　申請資格を有していることを証する書類 

　ア　法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

　イ　非法人にあっては、団体の代表者の身分証明書 



　ウ　定款又は規約その他これに相当する書類 

　エ　申込資格に関する申立書（別記様式２） 

　オ　国税及び地方税の納税証明書（募集要項の配布開始日以降に交付されたも

の） 

(３)　管理を行う公の施設の事業計画書（別記様式３） 

(４)　管理に係る収支計画書（別記様式４） 

(５)　当該団体の経営状況を説明する書類 

ア　前事業年度の収支計算書、損益計算書又はこれらに相当する書類（既に財産

的取引活動をしている団体） 

イ　前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類（作成して

いる団体） 
　　ウ　団体の事業報告書を作成している場合は、当該報告書 
　　エ　団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに

相当する書類 
　　　 
11　選定結果 

　　応募された法人等に令和９年１月３１日までに文書にて結果を通知する。 
 
12　選定審査対象除外 

　　次の要件に該当する場合は、選定審査の対象から除外する。 

(１)　提出書類に虚偽の記載があったとき 

(２)　この要項に違反し又は著しい逸脱があったとき 

(３)　提出期限までに必要な書類が整わなかったとき 

(４)　その他不正行為があったとき 

 

13　協定の締結 

　　指定管理者として指定された法人等は、指定期間中、会計年度（４月１日から３

月３１日まで）毎に、軽米町と条例第７条に規定する協定を締結するものとする。 

 

14　参考資料 

(１)　軽米町公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例 

(２)　軽米町公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する規則 

(３)　軽米町ミレットパーク設置及び管理に関する条例 

(４)　軽米町ミレットパーク設置及び管理に関する条例施行規則 

 

15　問合せ先 

　　〒０２８－６３０２　軽米町大字軽米第１０地割８５番地 

　　軽米町役場　産業振興課　商工観光担当　 

　　　　　　　電話：０１９５－４６－４７４６ 

　FAX ：０１９５－４６－２３３５


